
憲法とは 

法令とは 



法令の中身 

• 法規（憲法や民法などの法律） 

• 政令（○○法施行令など） 

• 省令（○○規則など） 

• 条例（地方自治体が定めた法律の一種） 



法律等の順序 

• 憲法＞条約＞法律＞政令＞省令＞条例 



憲法のかたち 





憲法前文のまとめ 



天皇の国事行為 ① 



天皇の国事行為 ② 

国会の指名に基づいて、内閣総理大臣を任命 
 
国会の指名に基づいて、最高裁判所長官を任命 
 

法律の定めるところにより、国事に関する行為を
委任することが出来る 



第二章 戦争の放棄 



第３章 基本的人権のかたち 



基本的人権の原則 

国民の要件 
 （国籍法） 
 
基本的人権の不可侵性 
 侵すことができない永久の権利 
 
自由・権利の保持義務、濫用の禁止 
 公共の福祉のためにこれを利用する責任を負う 



包括的基本権 

幸福追求権 
 すべて国民は、個人として尊重される 
 
法の下での平等 

 人種、信条、性別、社会的身分等により差別されない 
 
家族生活における個人の尊厳と両性の平等 
 夫婦が同等の権利を有する 
 



精神的自由権 

思想・良心の自由 
 
 
信教の自由 
 
 
表現の自由・検閲の禁止・通信の秘密 
 
 
学問の自由 
 
 



経済的自由権 

職業の選択の自由 
 
 
財産権 
 
 
居住・移転の自由 
 
 
外国移住の自由・国籍離脱の自由 



身体的自由権（人身の自由） 
奴隷的拘束からの自由 
 
逮捕の要件 
 
抑留・拘禁の要件 
 
住居の不可侵 
 
拷問等の禁止 
 
刑事被告人の諸権利 
 
自己に不利益な供述・自白の証拠能力 
 
遡及処罰の禁止・一事不再理 



社会権 

生存権 
 
教育を受ける権利 
 
勤労の権利 
 
労働基本権 
 
 



受益権 

請願権 
 

国家賠償請求権 
 
裁判を受ける権利 
 

刑事補償請求権 
 
 



参政権 

参政権 
 
判 例 
 参政権の判例 
 
 普通選挙の判例 
 
 平等選挙の判例 
 



国民の義務 

基本的人権に関する一般的義務 
 
 
子女に教育を受けさせる義務 
 
 
勤労の義務 
 
 
納税の義務 



国会のかたち 



国会の性格と地位 

第41 条 国会は、国権の最高機関であって、国の唯一の立法機関である。 
 
国権の最高機関とは？ 
  ▪国会中心立法の原則 
  ▪国会単独立法の原則 
 
二院制 
 
法律案の議決 
 



法律案の議決 



予算案の議決 



条約の承認 



内閣総理大臣の指名 



国会の活動 
会 期 
 
❶ 常 会 
第52 条 国会の常会は、毎年1 回これを召集する。 ※毎年1 月に召集されます。 
 
❷ 臨時会 
第53 条  内閣は、国会の臨時会の召集を決定することができる。いづれかの議
院の総議員の4 分の1以上の要求があれば、内閣は、その召集を決定しなけれ
ばならない。 
 
❸ 特別会 
衆議院が解散され、総選挙が行われたとき、その総選挙の日から30日以内に召
集される国会。ここで、内閣総理大臣の指名が行われます。 
 
召 集 
国会の会期を開始させる行為。内閣の助言と承認とによって天皇が行います。 



審 議 

❶ 定足数 
  総議員の3 分の1以上の出席 
 
❷ 議決方法 

  出席議員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の決するとこ
ろによる 
 
❸ 国務大臣の議院出席 
  何時でも議案について発言するため議院に出席することができる 
 
❹ 会議の公開 
  公開とする。但し、出席議員の3 分の2以上の多数で議決したときは、秘
密会を開くことができる 



衆議院の解散・特別会 参議院の緊急集会 

第54 条  衆議院が解散されたときは、解散の日から40日以内に、衆議院議
員の総選挙を行い、その選挙の日から30 日以内に、国会を召集しなければ
ならない。 
  ２項  衆議院が解散されたときは、参議院は、同時に閉会となる、但し、内

閣は、国に緊急の必要があるときは、参議院の緊急集会を求めることができ
る。 
  ３項  前項但書の緊急集会において採られた措置は、臨時のものであっ
て、次の国会開会の後10 日以内に、衆議院の同意がない場合には、その効
力を失う。 



国会の権能 



弾劾裁判所 



議院の権能 

自律権 
 
自主組織権 
▪議院役員選任権 
▪議員資格に関する争訟の裁判権 
▪議員の逮捕の許諾及び釈放要求 
 
自主的運営権 
▪議院規則制定権 
▪議員懲罰権 



国政調査権 
第62 条  両議院は、各々国政に関する調査を行ひ、これに関し
て、証人の出頭及び証言 
並びに記録の提出を要求することができる。 



議員の地位と特権 

地 位 
基本的地位 両議院は、全国民を代表する選挙された議員でこれを組織する。 
定数 両議院の議員の定数は、法律でこれを定める。 
資格 両議院の議員及びその選挙人の資格は、法律でこれを定める。 
    但し、人種、信条、性別、社会的身分、門地、教育、財産又は収入によって 
    差別してはならない。 
     （現在衆議院の被選挙権は満25 歳以上、参議院は満30 歳以上である。） 
任期 衆議院議員の任期は、4 年とする。 
    但し、衆議院解散の場合には、その期間満了前に終了する。 
    参議院議員の任期は、6 年とし、3 年ごとに議員の半数を改選する。 
兼職の禁止 何人も、同時に両議院の議員たることはできない。 



内閣のかたち 



内閣の性格と地位 

行政権 第65 条 行政権は、内閣に属する。 
 
議院内閣制 
 
意義  内閣がその存立の基礎を議会の支持の上に置き、議会に対して責任を 
    負う制度 
 
趣旨   行政にも国民の意思がより反映されることが望ましいので、国民の意思の 
    集まりである国会の支持の上に内閣が存在するものとしました。 



内閣の組織 

内閣総理大臣 
 内閣の首長 
  国会議員の中から国会の議決で指名します〈67 条1 項〉。 
  天皇がこれに基づいて任命します〈6 条1 項〉。 
  国務大臣の任免（過半数は、国会議員の中から選定） 
  内閣の代表 
 
国務大臣 
 主任の大臣として、法律及び政令に署名 
 議案について発言するため、議院に出席する権利 
 
内閣の消滅 
 衆議院で不信任の決議案を可決後１0 日以内に衆議院が解散又は、総辞職 



内閣の権能① 

一般行政事務に関する権限 
 一般行政事務の外、次の事務を行う。 
  １ 法律を誠実に執行し、国務を総理すること。 
  ２ 外交関係を処理すること。 
  ３ 条約を締結すること。但し、事前に、時宜によっては事後に、国会の承認 
    を経ることを必要とする。 
  ４ 法律の定める基準に従い、官吏に関する事務を掌理すること。 
  ５ 予算を作成して国会に提出すること。 
  ６ この憲法及び法律の規定を実施するために、政令を制定すること。 
    但し、政令には、特にその法律の委任がある場合を除いては、 
    罰則を設けることができない。 
  ７ 大赦、特赦、減刑、刑の執行の免除及び復権を決定すること。 
 



内閣の権能② 

天皇の国事行為についての助言と承認権 
 国事行為承認権 
国会に対する権限･義務 
 国会の臨時会の召集決定権 
 参議院の緊急集会 
 衆議院解散の決定権 
 毎年1回以上、国の財政状態について報告義務 
裁判所に対する権限 
 最高裁判所の長たる裁判官の指名 
 最高裁判所の長たる裁判官以外の裁判官の任命 
 下級裁判所の裁判官の任命 
国民に対する義務 
 毎年1回以上、国の財政状況について報告 



内閣の責任 

責 任 
 行政権の行使について、国会に対し連帯して責任を負う。 
 天皇の国事に関するすべての行為には、内閣の助言と承認を必要とし、 
 内閣が、その責任を負う。 



裁判所のかたち 



裁判所の性格と地位 

司法権 
 すべて司法権は、最高裁判所及び下級裁判所に属する 
特別裁判所の禁止 
 特別裁判所は、これを設置することができない。 
行政機関による終審裁判の禁止 
 行政機関は、終審として裁判を行ふことができない。 
 



裁判所の構成と活動方法 
裁判所の構成 



裁判所の活動方法 



裁判所の権能 

条 文 
 最高裁判所 
  裁判をする権利 
  違憲審査権 
  規則制定権 
  下級裁判所の裁判官の指名権 
 下級裁判所 



司法権の独立 

裁判所の独立の原則 
 司法権の独占 
 裁判所自治 
裁判官の独立の原則 
 身分保障 
  罷免される場合の限定・行政機関による懲戒の禁止 
  任 期 
  報酬の保障 
 職権の独立 
 裁判官の定年 







財政の基本原則 

国会財政中心主義 
収入面への具体化 
 租税法律主義 
 租税法律主義の内容 
  課税要件法定主義 
  課税手続法定主義 
支出面への具体化 
 予 算 
事後チェック 



地方自治 

基本原則 
 団体自治 
  地方議会設置 
  条例制定権 
 住民自治 
  地方議会議員の直接選挙 
  特別法の住民投票制度 
 





憲 法 改 正 

趣 旨 
 硬性憲法 
条 文 
 各議院の総議員の3 分の2 以上の賛成 
 国民の過半数の賛成 
 国民主権・基本的人権尊重主義・永久平和主義を侵害するような改正は許されない 



最高法規 

基本的人権の本質 
最高法規・条約及び国際法規の遵守 
憲法尊重擁護義務 




